
福祉事業は？

　60歳以後は常勤職員としてだけでなく、短時間勤務の職員として勤務することもできますが、働
き方によって加入する年金制度や医療保険制度が異なります。

一般組合員等と短期組合員の方は、福祉事業も利用できます。

60歳以後の働き方と年金・医療保険制度

年金制度の違い

60歳以後も
働く？

再就職する？

再就職先で
社会保険が
適用になる？

年金を支給する機関は
異なりますが、

年金額の計算方法等に
違いはありません。

公務員独自の
上乗せ部分です。

いいえ
（退職する）

いいえ（勤務時間が
週20時間未満の場合等）

いいえ

いいえ（短時間勤務の職員または
フルタイム会計年度職員となる）

いいえ（勤務時間が週20時間未満の場合等）

フルタイム会計年
度職員で勤務期間
が 12 か月を超え
た場合は一般組合
員等となります

はい

はい

はい

はい

はい

区分 一般組合員等 短期組合員

厚生年金

第3号厚生年金被保険者
として共済組合へ保険料
を納め、共済組合から年
金が支給されます。

第1号厚生年金被保険者とし
て日本年金機構へ保険料を
納め、日本年金機構から年金
が支給されます。

退職等
年金給付

共済組合へ掛金を納めて、
共済組合から年金が支給
されます。

退職等年金給付の適用はあ
りません。

年金課　☎028-615-7817上記記事に関するお問い合わせは

引き続き常勤
職員になる？

短期組合員の
要件を満たす？

一般組合員等
年金制度：共済組合
医療保険制度：共済組合

短期組合員
年金制度：日本年金機構
医療保険制度：共済組合

年金制度：加入なし
医療保険制度：以下のいずれか
〇共済組合の任意継続組合員
〇健康保険等加入の家族の被扶養者
〇国民健康保険の被保険者

年金制度：日本年金機構等
医療保険制度：再就職先の健康保険等
　　　　　　  の被保険者
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